






















まとめ 

以上の報告内容や班員相互間の討論・検討からまとめてみると以下のようになった。 

1.現時点では,胎内発育障害の統一的な診断基準を設定する必要はない。各々の施設で日常

の臨床に応用している基準に従って診断してよい。しかし,診断にあたっては正確な妊娠週

数の算定や修正が最も重要であり,これには超音波診断法(GS,CRL,BPD)が最も有用される。 

2.胎内発育障害の産科的背景となるリスク因子は多種あるが,そのなかでも妊娠 37週未満

の早期産においては切迫早産因子,子宮底長が，妊娠 37週以降の正期産では妊娠中毒症因

子が強い関連性をもって存在していることがわかった。 

3.胎児胎盤機能の評価においては E3,hPL が有用な手段となることが判った。 

4.胎内発育障害児を安全に分娩させるには肺の成熟が十分に認められることが最も重要で

ある。このための肺サーファクタントの検査では ,従来から用いられている

L/Sratio,Shaketest の検査法に加えて,Phosphatidylglycero1(PG)の検査も RDS 発症を予

知するうえで重要であることも明らかにされた。 

5.胎内発育障害の管理・治療においては,原因となる疾患またはリスク因子の排除がまず優

先される。 

薬物療法に関しては，未だ研究段階の過程にある。将来において,母児にとって安全な薬物

療法の開発が待たられるところである。 

6.妊娠 30 週を越え,児体重 1250g 以上ならば胎児を娩出させても安全性が高い。妊娠の継

続が中心せざるを得ないとき,第三次新生児医療施設のもとでは妊娠 26 週以後では 3/4，

妊娠 24,25 週では 1/2 の救命率が予想される。 


